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業績業績業績業績のののの動向動向動向動向（（（（06/3期期期期ハイライトハイライトハイライトハイライトとととと07/3期計画期計画期計画期計画））））

差別化戦略差別化戦略差別化戦略差別化戦略へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋

【【【【ごごごご参考資料参考資料参考資料参考資料】】】】
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業績業績業績業績のののの動向動向動向動向（（（（06/306/306/306/3期期期期ハイライトハイライトハイライトハイライトとととと07/307/307/307/3期計画期計画期計画期計画））））

差別化戦略差別化戦略差別化戦略差別化戦略へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋

【【【【ごごごご参考資料参考資料参考資料参考資料】】】】
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■ HD連結純利益は3,832億円を計上

・ 前期比、HD連結の粗利益は増収、純利益も増益

・ HD連結の非金利収益は着実に伸長（06/3期23.6%）

■ 05年度末の合算剰余金は7,568億円を確保

・ 健全化計画との対比では、累計＋3,055億円の上ブレ

・ 06年度末には1兆円を超える水準へ到達見込み

※但し、株式消却等による剰余金の使用を前提としていません

■ 「強みを活かすビジネス分野」は引続き好調

・ 連結貸出金 ：増加基調に反転 ⇒ 年間＋0.89兆円増加

・ 住宅ローン ：銀行合算の残高構成比率は40%を超過

・ 投資商品 ：残高は2.64兆円、投資商品比率は12%強

■ 普通配当は1株当り1,000円の復配

・ 旧行ベースでも2000年9月中間配当以来の復配へ

■ 今年度は「公的資金返済本格化への1年」と位置付け

・ 公的資金の返済に係る基本方針等を明確化

◎ HD《連結》

05年3月期 06年3月期

05/3期比

連結粗利益 7,6317,6317,6317,631 7,6867,6867,6867,686 ＋55

経常利益 3,964 3,6833,6833,6833,683 △281

当期純利益 3,655 3,8323,8323,8323,832 ＋176

○ HD〈単体〉 銀行合算 りそな銀行 埼玉りそな 近畿大阪 りそな信託

05年3月期 06年3月期 【06/3期】 05/3期比

05/3期比 実勢業務純益 3,4523,4523,4523,452 △200 2,394 666 236 149

営業収益 745 3,1753,1753,1753,175 ＋2,429 経費率（信託勘定処理考慮） 50.2% ＋1.6% 48.4% 50.9% 63.3% 41.7%

当期純利益 445 2,9902,9902,9902,990 ＋2,545 税引“前”当期純利益 4,0144,0144,0144,014 ＋92 3,002 577 287 150

（単位：億円）

【資産】

【資本など】

貸出金

【負債】

個人向け預金・投資商品〔銀行合算〕

Ｂ
Ｉ
Ｓ
自
己
資
本

貸出金残高〔HD連結〕

26.20兆円
05/3末比
＋0.89兆円

不良債権比率〔銀行合算〕
2.56%

05/3末比
△0.83%

住宅ローン残高〔銀行合算〕
10.86兆円

05/3末比

（実質）

＋0.80兆円

その他有価証券の評価差額〔HD連結〕

株式
＋4,599億円

債券
△753億円

05/3末比
＋2,261億円

05/3末比
△905億円

繰延税金資産〔HD連結〕

資産純額
35億円（1年）

TierⅠ比率
0.2%

05/3末比
△420億円

05/3末比
△3.5%

優先出資証券〔HD連結〕

05年7月（払込）
11.5億ドル調達

05年11月
2,642億円償還

自己資本比率〔HD連結〕

〔速報値〕
9.97%

05/3末比
＋0.23%

公的資金の劣後債務〔HD連結〕

05年9月返済
1,000億円

05年10月返済
1,000億円

投資商品残高：2.64兆円
投資商品比率：12.2%

05/3末比
＋0.92兆円
＋3.2%

普通株式の復配

1株当り1,000円配当
（2000年9月中間配当以来）

公的資金返済に向けた基本方針

基本方針、具体的返済手法を提示

２００５２００５２００５２００５年度年度年度年度のののの決算決算決算決算ハイライトハイライトハイライトハイライト
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（単位：億円）

HD《連結》 傘下銀行 うち 連単差（A）－（B）の
連単差 単体合算 りそな 埼玉りそな 近畿大阪 りそな信託 内訳など

（（（（AAAA）））） 05/3期比 （（（（AAAA）－（）－（）－（）－（BBBB）））） （（（（BBBB）））） 05/3期比 〈単体〉 〈単体〉 〔概数〕

粗利益〔連結/業務〕 7,6867,6867,6867,686 ＋55 ＋749 6,9366,9366,9366,936 △160 4,6474,6474,6474,647 1,3581,3581,3581,358 645645645645 257257257257

債券損益除き 7,809 ＋351 ＋749 7,059 ＋135 4,724 1,388 662 257

① 資金利益 5,498 ＋74 ＋219 5,278 △102 3,505 1,156 592 △0

② 信託報酬 366 ＋14 ―  366 ＋14 75 ―  ―  291

③ 役務取引等利益 1,444 ＋233 ＋533 910 ＋187 664 212 63 △33

④ その他業務粗利益 377 △267 △3 380 △260 402 △11 △10 ―  

実勢業務純益 3,4523,4523,4523,452 △200 2,394 666 236 149

コア業務純益 3,574 ＋95 2,471 696 253 149

“営業”経費（△） 3,840 ＋19 ＋243 3,597 △8 2,343 706 417 107

株式関係損益 585 △325 ＋46 539 ＋87 532 6 0 ―  

与信費用総額（△） 69 △346 ＋214 △145 ＋248 △160 70 △62 ―  

その他損益等 △337 ＋73 △327 △9 ＋405 4 △10 △3 0

税引“前”当期純利益 4,0254,0254,0254,025 ＋130 ＋10 4,0144,0144,0144,014 ＋92 3,0023,0023,0023,002 577577577577 287287287287 150150150150

税金費用ほか（△） 192 △46 ＋85 106 ＋48 △170 247 △31 61

税引後当期純利益 3,8323,8323,8323,832 ＋176 △74 3,9073,9073,9073,907 ＋44 3,1733,1733,1733,173 330330330330 318318318318 89898989

カード100、資本性利払消去、他

カード150、保証・決済45、他

キャピタル20、カード20、他

保証150、カード60、他

（債券関係損益、信託勘定不良債権処理額、
一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益）

少数株主利益126、HD受取▲37、他

（信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金
繰入額を除いた業務純益）

保証280、カード140、決済20、他

優先出資償還損▲191、連調償却▲68他

《連結》粗利益 〔役務等取引利益・信託報酬〕÷粗利益 《連結》“営業”経費

5,991 5,612 5,423 5,498

1,122
1,198 1,211 1,444

9,018
7,750 7,6867,6867,6867,6867,631

0

2,000

4,000

6,000

8,000

03/3期 04/3期 05/3期 06/3期

5,976
5,100

3,820

2,136

3,8403,8403,8403,840

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

03/3期 04/3期 05/3期 06/3期

23.6%23.6%23.6%23.6%

20.5%
19.7%

16.6%

18.4%

15.1%
15.5%

12.8%

10%

15%

20%

25%

03/3期 04/3期 05/3期 06/3期

HD連結

傘下銀行
単体合算

①

②

④

③

②

①

③

④

2005年度年度年度年度のののの損益等損益等損益等損益等
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� HDHDHDHD連結連結連結連結ベースベースベースベースのののの営業経費率営業経費率営業経費率営業経費率はははは50.050.050.050.0％％％％までまでまでまで低下低下低下低下
－ 06/3期 HD連結営業経費実績は3,840億円 （05/3期比＋19億円、03/303/303/303/3期比期比期比期比 ▲▲▲▲2,1362,1362,1362,136億円億円億円億円）
システム統合プロジェクトが円滑に完了したことから当初想定所要コストを節減

－ HD連結ベースの営業経費率は03/3期以降、66.3% → 65.8% → 50.1% → 50.0% と着実な低下トレンド

� HDHDHDHD連結連結連結連結ベースベースベースベースののののPHPHPHPH業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益はははは47.747.747.747.7百万円百万円百万円百万円までまでまでまで拡大拡大拡大拡大
【PH資金利益】 06/3期実績 34.134.134.134.1百万円百万円百万円百万円＜03/3期対比 ＋＋＋＋8.88.88.88.8百万円百万円百万円百万円（＋（＋（＋（＋34.834.834.834.8％）％）％）％）のアップ＞
【PH非金利収益】 06/3期実績 11.211.211.211.2百万円百万円百万円百万円＜03/3期対比 ＋＋＋＋4.94.94.94.9百万円百万円百万円百万円（＋（＋（＋（＋77.477.477.477.4％）％）％）％）のアップ＞

25.325 .325 .325 .3
31 .131 .131 .131 .1 33.433 .433 .433 .4 34 .134.134.134.1

6.36 .36 .36 .3

8 .58 .58 .58 .56 .46 .46 .46 .4

3 .43 .43 .43 .4
4 .04 .04 .04 .0 2 .32 .32 .32 .3

9.69.69.69.6

11 .211 .211 .211 .2

0

10

20

30

40

50

60

（実績） （実績） （実績） （実績）

03/3期 04/3期 05/3期 06/3期

0

5,000

10,000

15,000

20,000

PH資金利益 PH非金利収益

PHその他収益 連結従業員数

業務効率性業務効率性業務効率性業務効率性ととととPH生産性生産性生産性生産性のののの改善改善改善改善 （（（（HD連結連結連結連結ベースベースベースベース））））

9,018

▲ 5,100

3,041 2,649

7,750 7,631 7,686

▲ 3,820

▲ 5,976

▲ 3,840

3,810 3,846
50.0%50.0%50.0%50.0%

65 .8%65 .8%65 .8%65 .8%
66 .3%66 .3%66 .3%66 .3%

50.1%50.1%50.1%50.1%

▲ 7,000

▲ 5,000

▲ 3,000

▲ 1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

（実績） （実績） （実績） （実績）

03/3期 04/3期 05/3期 06/3期

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

連結業務粗利益 (1) 連結営業経費 (2)
(1) - (2) 経費率 = (2)/(1)

営業経費率営業経費率営業経費率営業経費率のののの推移推移推移推移（（（（HD連結連結連結連結ベースベースベースベース）））） PH業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益のののの推移推移推移推移（（（（HD連結連結連結連結ベースベースベースベース））））

38.138.138.138.1

43.043.043.043.0

※非金利収益＝信託報酬＋役務取引等利益

（億円） （百万円） （人）

46.946.946.946.9 47.747.747.747.7
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▲ 2 ,573▲ 2 ,573▲ 2 ,573▲ 2 ,573

+1 , 473+1 , 473+1 , 473+1 , 473

+4 ,600+4 ,600+4 ,600+4 ,600
+2 ,606+2 ,606+2 ,606+2 ,606

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

実績 実績 計画

04年度 05年度 06年度

主要主要主要主要ビジネスビジネスビジネスビジネスののののアップデートアップデートアップデートアップデート：：：： 貸出金貸出金貸出金貸出金のののの全体全体全体全体トレンドトレンドトレンドトレンド

24.1624.1624.1624.16 24.1024.1024.1024.10 24.3824.3824.3824.38 24.5024.5024.5024.50
25 .4425 .4425 .4425 .44

1 .841 .841 .841 .84
1 .301 .301 .301 .30 0.920.920.920.92 0 .830 .830 .830 .83

0.760.760.760.76

20

22

24

26

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

リスク管理債権以外 リスク管理債権

2.07 2.04
1.96 1.93

▲ 0.09 ▲ 0.08 ▲ 0.06 ▲ 0.06

1.97 1.95 1.89 1.87

-0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

上期 通期 上期 通期

04年度 04年度 05年度 05年度

貸出金利回り 預金等利回り 預貸金利回り差

+7 ,100+7 ,100+7 ,100+7 ,100
 +8 ,070 +8 ,070 +8 ,070 +8 ,070 +7 ,972 +7 ,972 +7 ,972 +7 ,972

 +2 ,000 +2 ,000 +2 ,000 +2 ,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

実績 実績 計画

04年度 05年度 06年度

� 末残比較末残比較末残比較末残比較でのでのでのでの年間残高増加額年間残高増加額年間残高増加額年間残高増加額はははは＋＋＋＋0.890.890.890.89兆円兆円兆円兆円（（（（3.5%3.5%3.5%3.5%））））

26.00

25.40 25.31 25.33

26.20

（兆円）

� SMESMESMESME向向向向けけけけ貸出貸出貸出貸出のののの増加額増加額増加額増加額：：：： ＋＋＋＋4,6004,6004,6004,600億円億円億円億円のののの増強増強増強増強をををを計画計画計画計画

HDHDHDHD連結貸出金連結貸出金連結貸出金連結貸出金はははは増加基調増加基調増加基調増加基調にににに転換転換転換転換

� 銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算のののの預貸金利回預貸金利回預貸金利回預貸金利回りりりり差差差差はははは前年度比前年度比前年度比前年度比▲▲▲▲0.080.080.080.08％％％％のののの低下低下低下低下

2006200620062006年度年度年度年度のののの貸出金運営計画貸出金運営計画貸出金運営計画貸出金運営計画 （（（（銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算））））

� 住宅住宅住宅住宅ローンローンローンローンのののの増加額増加額増加額増加額：：：： ＋＋＋＋7,1007,1007,1007,100億円億円億円億円のののの増強増強増強増強をををを計画計画計画計画

� 貸出金利回貸出金利回貸出金利回貸出金利回りりりり：：：： 前年度比前年度比前年度比前年度比▲▲▲▲7bps7bps7bps7bpsのののの低下低下低下低下をををを見込見込見込見込むむむむ
・会社計画上は、ゼロ金利前提を維持し、前年度並みの
利回り低下を想定

フラット35の取組み増加

HD向け貸出
補正後

（億円）

（億円）

（％）

システム
統合影響
補正後
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� 06/306/306/306/3末住宅末住宅末住宅末住宅ローンローンローンローン残高残高残高残高 10.8610.8610.8610.86兆円兆円兆円兆円 (41.1%)(41.1%)(41.1%)(41.1%)
・ 06/3期新規実行額 1.8兆円、
・ 末残増加＋8,070億円 （システム統合影響補正後）
・ 「フラット35」の新規取組額 06/3期約600億円

8.528.528.528.52
9 .379 .379 .379 .37

10.1710.1710.1710.17 10.8610.8610.8610.86 11 .5711 .5711 .5711 .57

28 .9%28.9%28.9%28.9%

35.4%35.4%35.4%35.4%

39.6%39.6%39.6%39.6%
41 .1%41 .1%41 .1%41 .1%

0
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6

8
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14

（実績） （実績） （実績） （実績） （計画）

03/3末 04/3末 05/3末 06/3末 07/3末

0%

10%

20%

30%

40%

50%
住宅ローン残高

住宅ローン比率

主要主要主要主要ビジネスビジネスビジネスビジネスののののアップデートアップデートアップデートアップデート：：：： 住宅住宅住宅住宅ローンビジネスローンビジネスローンビジネスローンビジネス

� マーケットマーケットマーケットマーケット環境環境環境環境はははは引続引続引続引続きききき良好良好良好良好
・ 住宅着工件数は120万戸程度にて安定推移
・首都圏、関西圏マンションは年間11万戸台の供給継続
・ 長期金利上昇観測による需要喚起

�民間住宅民間住宅民間住宅民間住宅ローンマーケットローンマーケットローンマーケットローンマーケットのののの拡大拡大拡大拡大がががが持続持続持続持続
・ 住宅金融公庫の縮減
・ 「フラット35」の推進拡大（新たな収益機会）

（兆円）

2006200620062006年度年度年度年度 住宅住宅住宅住宅ローンビジネスローンビジネスローンビジネスローンビジネス戦略戦略戦略戦略ののののアウトラインアウトラインアウトラインアウトライン

� 年間実行額年間実行額年間実行額年間実行額２２２２兆円兆円兆円兆円のののの達成達成達成達成
【銀行ローン】・・・1.8兆円程度 （末残増加 ＋7,100億円）
・ 前年度並みの実行フローを維持
【フラット35】・・・・ 2,600億円
・ 前年度実績比 大幅増加を計画
・ アセット増加のみに依存しない収益基盤の確立

住宅住宅住宅住宅ローンビジネスローンビジネスローンビジネスローンビジネスはははは高高高高いいいい成長成長成長成長モメンタムモメンタムモメンタムモメンタムをををを維持維持維持維持

�営業戦力強化営業戦力強化営業戦力強化営業戦力強化とととと営業営業営業営業エリアエリアエリアエリアのののの拡大拡大拡大拡大
・地域運営を活かした業務推進体制
・ 業務推進チャネル（LC）、業務支援チャネル（LSO）
・ 銀行代理店活用による住宅ローンビジネスの全国展開

� おおおお客客客客さまへのさまへのさまへのさまへの対応力強化対応力強化対応力強化対応力強化
・ 住宅業者との連携強化による案件取り込み
・ 商品・サービスの多様化
・ エンドユーザーチャネルの拡大

� 商品競争力商品競争力商品競争力商品競争力のののの向上向上向上向上
・ 差別化商品の継続投入
・ フラット35手数料等フィー収益基盤の増強

�営業戦力強化営業戦力強化営業戦力強化営業戦力強化とととと営業営業営業営業エリアエリアエリアエリアのののの拡大拡大拡大拡大
・地域運営を活かした業務推進体制
・ 業務推進チャネル（LC）、業務支援チャネル（LSO）
・ 銀行代理店活用による住宅ローンビジネスの全国展開

� おおおお客客客客さまへのさまへのさまへのさまへの対応力強化対応力強化対応力強化対応力強化
・ 住宅業者との連携強化による案件取り込み
・ 商品・サービスの多様化
・ エンドユーザーチャネルの拡大

� 商品競争力商品競争力商品競争力商品競争力のののの向上向上向上向上
・ 差別化商品の継続投入
・ フラット35手数料等フィー収益基盤の増強

実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた主要主要主要主要なななな取組取組取組取組みみみみ実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた主要主要主要主要なななな取組取組取組取組みみみみ



9

主要主要主要主要ビジネスビジネスビジネスビジネスののののアップデートアップデートアップデートアップデート：：：： 金融商品販売金融商品販売金融商品販売金融商品販売ビジネスビジネスビジネスビジネス

投資信託投資信託投資信託投資信託

個人年金保険個人年金保険個人年金保険個人年金保険

コンシューマーファイナンスコンシューマーファイナンスコンシューマーファイナンスコンシューマーファイナンス

証券仲介証券仲介証券仲介証券仲介・・・・公共債公共債公共債公共債

� 関連収益関連収益関連収益関連収益300300300300億円億円億円億円ビジネスビジネスビジネスビジネスにににに成長成長成長成長
【05年度実績】・・・販売額 9,791億円、関連収益 296億円
【06年度計画】・・・販売額 9,800億円、関連収益 306億円

� 顧客顧客顧客顧客ニーズニーズニーズニーズにににに合致合致合致合致したしたしたした商品商品商品商品ををををタイムリータイムリータイムリータイムリーにににに投入投入投入投入
・ リスク軽減型新ファンドを毎月投入 05年度合計 13本
・追加型新商品は05年度合計 ６本を投入
いずれも05年度の販売推進に大きく貢献
例） 「ブンさん」 （05/10投入、06/3末約1,200億円）

�セールスセールスセールスセールス専担者専担者専担者専担者のののの増員増員増員増員、、、、研修指導研修指導研修指導研修指導をををを継続継続継続継続

� 関連収益関連収益関連収益関連収益100100100100億円億円億円億円ビジネスビジネスビジネスビジネスへのへのへのへの成長成長成長成長をををを目指目指目指目指すすすす
【05年度実績】・・・販売額 2,042億円、関連収益 81億円
【06年度計画】・・・販売額 3,160億円、関連収益 106億円

� 商品商品商品商品ラインナップラインナップラインナップラインナップのののの拡充拡充拡充拡充
・運用目標設定型の変額年金新商品
・積立障害保険など

�営業店訪問研修営業店訪問研修営業店訪問研修営業店訪問研修、、、、販売指導販売指導販売指導販売指導をををを継続継続継続継続

� 証券仲介業務証券仲介業務証券仲介業務証券仲介業務のののの強化強化強化強化にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ
・ 大口法人向けに仕組債を拡販
・取扱商品の拡大、提携先の拡充

-日興コーディアル証券と証券仲介業務で提携
- ゴールドマン・サックス証券と顧客紹介開始
・ 業務取扱い店舗の拡大 （06/7月より）

� 公共債窓販実績公共債窓販実績公共債窓販実績公共債窓販実績はははは着実着実着実着実にににに増加増加増加増加
・ 個人向けの販売実績

03年度224億円 → 04年度1,842億円→ 05年度 2,266億円

� ATMATMATMATMカードローンカードローンカードローンカードローン等等等等のののの新規新規新規新規ビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデル構築構築構築構築
・ 06/3末累計契約者数（実績） 26千人（RB＋SR）

07/3末累計契約者数（見込） 89千人（RB＋SR＋KO）
・ 近畿大阪銀行でも06/7月よりサービス開始予定

� クレジットカードビジネスクレジットカードビジネスクレジットカードビジネスクレジットカードビジネス
・ ＋Sカード獲得実績 05年度 214千枚、06年度計画 240千枚
・ クレジットカード稼動者の収益性

年間 給振 固定性預金 年間の
業務粗利益 セット率 保有率 脱落率

住宅ローン カード稼動 315千円 26.3% 16.7% 0.2%
あり カード非稼動 292千円 17.5% 8.2% 2.8%

住宅ローン カード稼動 26千円 19.4% 15.7% 0.9%
なし カード非稼動 11千円 7.6% 10.9% 10.5%

(2005年10月基準）
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� 05050505年度年度年度年度 不動産収益不動産収益不動産収益不動産収益 121121121121億円億円億円億円 （（（（前年度比前年度比前年度比前年度比＋＋＋＋27272727億円億円億円億円））））
－過去10年間で最高益を計上、100億円超 ビジネスに
－06年度収益目標 157億円

�首都圏首都圏首都圏首都圏のののの不動産取扱新設店不動産取扱新設店不動産取扱新設店不動産取扱新設店のののの推進力推進力推進力推進力がががが寄与寄与寄与寄与
－－－－ 03年度下期 30ヵ店の再配置を実施
【取扱店舗】静岡以東 57（うち首都圏56）、愛知以西 47

－東日本地域は前年度比＋50%の収益実績
統合効果等により収益は着実に拡大

� 不動産部門人員不動産部門人員不動産部門人員不動産部門人員のののの増強増強増強増強
－ 05年度：即戦力人員の中途採用を中心に30名増強
－ 06年度： ＋20名程度の人員増強を計画

� 収益機会収益機会収益機会収益機会のののの拡大拡大拡大拡大
－不動産仲介をベースに流動化ビジネスを強化

20.120.120.120.1
23.723.723.723.7

28.028.028.028.0

7 .67 .67 .67 .6

7 .47 .47 .47 .4

7 .87 .87 .87 .8

0

5

10
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35

40

04/3末 05/3末 06/3末

年金信託

法人信託

主要主要主要主要ビジネスビジネスビジネスビジネスののののアップデートアップデートアップデートアップデート：：：：不動産業務不動産業務不動産業務不動産業務、、、、ホールセールホールセールホールセールホールセール信託業務信託業務信託業務信託業務

43 49
74

42
44

47

0
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140

03年度 04年度 05年度

西日本地域

東日本地域

不動産不動産不動産不動産ビジネスビジネスビジネスビジネス（（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行））））不動産不動産不動産不動産ビジネスビジネスビジネスビジネス（（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行）））） 年金年金年金年金・・・・法人信託業務法人信託業務法人信託業務法人信託業務（（（（りそなりそなりそなりそな信託銀行信託銀行信託銀行信託銀行））））年金年金年金年金・・・・法人信託業務法人信託業務法人信託業務法人信託業務（（（（りそなりそなりそなりそな信託銀行信託銀行信託銀行信託銀行））））

（億円）

121121121121

93939393

85858585

•

� 06060606年度年度年度年度 →→→→ 適格年金適格年金適格年金適格年金のののの制度移行制度移行制度移行制度移行がががが本格化本格化本格化本格化
以下取以下取以下取以下取りりりり組組組組みによりみによりみによりみにより業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益のののの拡大拡大拡大拡大をををを目指目指目指目指すすすす
【年金信託】
－ グループ内代理店のフロント営業力を強化

りそな銀行に、年金推進専担部署を設置、人員も増強
－年金制度管理事務のオペレーション改革
【法人信託】
－公的先からのアクティブファンドの受託推進
－ グループ連携強化による受託基盤の拡大
【運用力の強化】
－運用コンサルティング機能の強化
－特色あるアクティブﾞ商品、業界トップクラスのパッシブ運用機能

（兆円） 【年金・法人信託の受託残高推移】

� 05050505年度年度年度年度 年金年金年金年金・・・・法人信託業務粗利益法人信託業務粗利益法人信託業務粗利益法人信託業務粗利益はははは15151515億円億円億円億円のののの増加増加増加増加
－年金業務粗利益201億円（前年度比＋5億円）
－法人信託業務粗利益56億円（前年度比＋9億円）
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主要主要主要主要ビジネスビジネスビジネスビジネスののののアップデートアップデートアップデートアップデート：：：： フィービジネスフィービジネスフィービジネスフィービジネスのののの全体全体全体全体トレンドトレンドトレンドトレンド
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投信販売投信販売投信販売投信販売・・・・収益実績収益実績収益実績収益実績のののの推移推移推移推移（（（（GR銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算）））） 年金保険販売年金保険販売年金保険販売年金保険販売・・・・収益実績収益実績収益実績収益実績のののの推移推移推移推移（（（（GR銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算））））

不動産手数料収入不動産手数料収入不動産手数料収入不動産手数料収入のののの実績推移実績推移実績推移実績推移（（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行）））） 企業年金企業年金企業年金企業年金・・・・法人信託法人信託法人信託法人信託のののの業務粗利益推移業務粗利益推移業務粗利益推移業務粗利益推移（（（（りそなりそなりそなりそな信託銀行信託銀行信託銀行信託銀行））））
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保有資産保有資産保有資産保有資産ののののクオリティクオリティクオリティクオリティにににに起因起因起因起因するするするする収益収益収益収益ののののダウンサイドリスクダウンサイドリスクダウンサイドリスクダウンサイドリスクをををを徹底排除徹底排除徹底排除徹底排除

過大過大過大過大なななな
リスクリスクリスクリスク
ファクターファクターファクターファクター
のののの削減削減削減削減

過大過大過大過大なななな
リスクリスクリスクリスク
ファクターファクターファクターファクター
のののの削減削減削減削減

不良債権不良債権不良債権不良債権
のののの一掃一掃一掃一掃

不良債権不良債権不良債権不良債権
のののの一掃一掃一掃一掃

小口分散化小口分散化小口分散化小口分散化小口分散化小口分散化小口分散化小口分散化

不良債権比率

引当率
（非保全部分)

住宅ローン比率

投資株式投資株式投資株式投資株式
圧縮圧縮圧縮圧縮

投資株式投資株式投資株式投資株式
圧縮圧縮圧縮圧縮

投資株式残高※1

ブレークイーブン
日経平均株価

債券債券債券債券ポートポートポートポート債券債券債券債券ポートポートポートポート 金利感応度※2
（BPV）

繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産
DTA依存度

（連結DTA/連結TierI）

03/303/303/303/3末末末末 06/306/306/306/3末末末末

11.19% (03/9末）

要管理先 27.8%
破綻懸念先 62.5%

28.9%

13,190億円

約8,700円
（減損処理後）

▲15.7億円

2.56%

41.1%

4,009億円

6,000円

▲13.0億円

0.2%

要管理先 50.7%
破綻懸念先 95.5%

※1. その他有価証券で時価のあるもの（HD連結ベース）、※2. 国内債券、

バランスシートバランスシートバランスシートバランスシートののののクオリティアップクオリティアップクオリティアップクオリティアップがががが継続継続継続継続

99.5%

（（（（GR銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算ベースベースベースベース））））



13

32,190

18,841

13,147
9,188

7,1088,174
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03/9末 04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

貸出資産貸出資産貸出資産貸出資産のののの状況状況状況状況

（単位：億円）

(06/3末 計数） 銀行合算 りそな 埼玉りそな 近畿大阪

破産更生債権等 634 358 112 163

危険債権 2,926 2,002 418 504

要管理債権 3,547 2,834 335 377

開示不良債権計 7,1087,1087,1087,108 5,195 867 1,045

05年3月末比※1 △2,080 △1,173 △195 △637

不良債権比率※2 2.56%2.56%2.56%2.56% 2.68% 1.50% 3.98%

05年3月末比 △0.83% △0.67% △0.46% △2.64%

※1 りそな銀行の05年3月末計数は奈良銀行分を含まず

※2 開示不良債権計÷金融再生法基準開示債権総合計（総与信）【銀信合算】

銀行合算※ りそな 埼玉りそな 近畿大阪

信託勘定処理 0 0 ―  ―  

一般貸引繰入額 △178 3 △41 △141

個別貸引繰入額 207 98 80 27

償却他処理額 △175 △261 31 51

与信費用総額（△） △145△145△145△145 △160 70 △62

05年3月期比 ＋248 ＋306 △69 ＋4

① 区分劣化・改善等 907907907907 610 174 116

② オフバランス等 △845△845△845△845 △708 △63 △74

③ 一般貸引など △207△207△207△207 △62 △41 △104

※ 奈良銀行における7億円の与信費用を含む

○ 下記①～③について「上期実績＋下期実績」の計数を表示

① 新規破綻・債務者区分劣化等の損失、及び債務者区分の改善に伴う引当金取崩等を合算

② 破綻懸念先以下の債権回収に加えて、オフバランス等に伴う引当金取崩および償却債権

取立益等を合算

③ 実質的な一般貸倒引当金の繰入・戻入をネットした影響等（一部、目的取崩等を考慮）

不良債権残高不良債権残高不良債権残高不良債権残高・・・・不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率（（（（傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算）））） 与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用（（（（傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算））））

不良債権額不良債権額不良債権額不良債権額 （（（（金融再生法基準金融再生法基準金融再生法基準金融再生法基準））））
（億円）

� 不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率はははは2.562.562.562.56％％％％までまでまでまで低下低下低下低下
� 07/307/307/307/3末末末末はははは 2222％％％％台前半台前半台前半台前半へのへのへのへの低下低下低下低下をををを見込見込見込見込むむむむ

� 06/306/306/306/3期与信費用期与信費用期与信費用期与信費用のののの分析分析分析分析

� 07/307/307/307/3期与信費用期与信費用期与信費用期与信費用のののの前提等前提等前提等前提等
－傘下銀行合算の年間与信費用見込み

06年度見込み 430億円 （06/3末総与信比 15bps程度）
－ＮＰＬ比率は既に2％台まで低下しており、オフバランス等
に伴う戻入益は前期でピークアウト

－今期は区分改善等を中心に10bps程度の戻入を見込む
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自己資本比率等自己資本比率等自己資本比率等自己資本比率等
（単位：億円）

05/3末 05/9末 06/3末 〔速報値〕 りそな 埼玉りそな 近畿大阪 りそな信託

① ② ③ ③－① 《連結》 〈単体〉 《連結》 〈単体〉

HD連結・TierⅠ（a） 11,928 12,396 14,25714,25714,25714,257 ＋2,328 自己資本比率〔速報値〕 9.08% 8.20% 8.17% 124.81%

資本金・資本剰余金 5,906 5,906 5,907 ＋0 05/3末比 ＋0.25% △0.09% ＋0.02% △3.13%

うち優先株式 25,378 25,378 25,318 △60 BIS自己資本額 15,797 3,687 1,712 288

利益剰余金 3,648 5,401 7,177 ＋3,529 05/3末比 △449 ＋110 ＋91 ＋4

その他基本的項目 2,373 1,087 1,173 △1,200 うちTierⅠ（a） 9,216 2,039 1,081 288

うち優先出資証券 2,642 1,301 1,350 △1,291 うちTierⅡ 7,740 1,647 630 ―  

【参考】繰延税金資産（b） 455 59 35 △420 リスクアセット 173,936 44,969 20,956 230

HD連結・TierⅡ 10,214 10,863 9,7119,7119,7119,711 △502 05/3末比 △10,055 ＋1,829 ＋1,081 ＋9

有価証券含み益の45%相当額 繰延税金資産比率※ 0.03% ―  3.51% 2.10%

土地再評価差額金の45%相当額*1 490 482 482 △7 05/3末比 △3.53% △1.78% △6.16% △0.05%

一般貸倒引当金*2 1,413 1,425 1,495 ＋82 繰延税金資産（b） 2 ―  38 6

劣後債務 8,310 8,955 7,733 △577
※貸借対照表の資産の部に計上される繰延税金資産（b）÷TierⅠ（a）

うち公的資金 3,000 2,000 1,000 △2,000 【参考】HD連結・自己資本比率の推移

HD連結・控除項目 △108 △109 △109 △0

HD連結・BIS自己資本額 22,034 23,150 23,86023,86023,86023,860 ＋1,825

HD連結・リスクアセット 226,140 228,159 239,307 ＋13,167

HD連結・自己資本比率〔速報値〕 9.74% 10.14% 9.97%9.97%9.97%9.97% ＋0.23%

TierⅠ比率 5.27% 5.43% 5.95% ＋0.68%

繰延税金資産比率（b）÷（a） 3.81% 0.47% 0.24% △3.57%

*1 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45%相当額

*2 当社グループは第二基準（国内基準）の為、リスクアセットの0.625%が上限

第二（国内）基準の為、算入しておりません

6.27%

7.74%
8.84%

9.74% 10.14%

3.16%
3.92%

4.87% 5.27% 5.43%

9.97%9.97%9.97%9.97%

5.95%

0%

4%

8%

12%

03/9末 04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 18/3末

◆自己資本比率

△TierⅠ比率
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2006年度年度年度年度のののの業績予想業績予想業績予想業績予想

（単位：億円）

HD《連結》 （単位：億円） HD〈単体〉

（中間期予想） 〔年間予想〕 05年度実績比 （中間期予想） 〔年間予想〕 05年度実績比

連結経常収益 4,700  9,5009,5009,5009,500     △970  営業収益 2,600  3,9003,9003,9003,900     ＋725  

連結経常利益 1,750  3,1503,1503,1503,150     △533  経常利益 2,550  3,8003,8003,8003,800     ＋779  

連結当期（中間）純利益 1,650  3,0003,0003,0003,000     △832  当期（中間）純利益 2,550  3,8003,8003,8003,800     ＋810  

期末自己資本比率見込 10%程度 注：現行規制ベースで表示 07/3月期末普通配当予想※1、2 1,000円

07/3月期末優先配当予想※2 所定の配当
※1．配当方針は「決算短信」2．経営方針（2）利益配分に関する基本方針をご覧下さい

※2．配当予想の詳細については「個別財務諸表の概要」をご覧下さい

銀行合算 【概数】 りそな 埼玉りそな 近畿大阪 りそな信託

（中間期予想） 〔年間予想〕 05年度実績比 【健全化計画】 〔年間予想〕 【健全化計画】 〔年間予想〕 〔年間予想〕 〔年間予想〕

業務粗利益 3,500  7,0507,0507,0507,050     ＋114  6,920  4,750  4,710  1,400  640  250  

経費（△） 1,770  3,6503,6503,6503,650     ＋165  3,640  2,400  2,365  720  410  120  

実勢業務純益 1,730  3,4003,4003,4003,400     △52  3,280  2,350  2,345  680  230  130  

経常利益 1,715  3,1303,1303,1303,130     △236  2,360  2,270  1,655  580  170  130  

特別損益 △15  △30△30△30△30     △677  △70  △20  △55  △10  ―  ―  

税引“前”当期利益 1,700  3,1003,1003,1003,100     △914  2,290  2,250  1,600  570  170  130  

税引後当期純利益 1,650  3,0003,0003,0003,000     △907  2,190  （2005年度より連結納税制度を採用しております）

与信費用総額（△） 200  430430430430     ＋575  740  300  560  75  50  

《連結》 〈単体〉 《連結》 〈単体〉

期末自己資本比率見込 注：現行規制ベースで表示 8%台半ば 8%台前半 8%台前半 120%程度
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業績業績業績業績のののの動向動向動向動向（（（（06/306/306/306/3期期期期ハイライトハイライトハイライトハイライトとととと07/307/307/307/3期計画期計画期計画期計画））））

差別化戦略差別化戦略差別化戦略差別化戦略へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋

【【【【ごごごご参考資料参考資料参考資料参考資料】】】】
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地域運営地域運営地域運営地域運営とととと本部本部本部本部サポートサポートサポートサポート機能機能機能機能のののの強化強化強化強化

おおおお 客客客客 ささささ まままま

信頼・評価・評判 商品・サービス提供

⇒権限拡大

監 査

内内内内 部部部部 監監監監 査査査査 部部部部

グループグループグループグループ
機能機能機能機能

グループグループグループグループ
機能機能機能機能

GRGRGRGR各社各社各社各社

地域社会地域社会地域社会地域社会地域社会地域社会地域社会地域社会

提携先提携先提携先提携先

行政

商工会議所

教育機関

地域企業

提携先提携先提携先提携先

行政

金融機関

業界トップ

りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行におけるにおけるにおけるにおける新地域運営体制新地域運営体制新地域運営体制新地域運営体制 （（（（2006200620062006年年年年4444月月月月スタートスタートスタートスタート））））

リージョナルユニットリージョナルユニットリージョナルユニットリージョナルユニット R/UR/UR/UR/U

○各地域が存在価値を極大化

地域

地域

地域
地域地域地域地域CEOCEOCEOCEO

支
店

支
店

地域
シナジー

グループ
シナジー

協働協働協働協働

経営経営経営経営

9地域3営業本部
体制に集約

商品

地域情報
サポート

レポート

アライアンスアライアンスアライアンスアライアンス

コーポレートセンターコーポレートセンターコーポレートセンターコーポレートセンター

C/CC/CC/CC/C

ビジネスユニットビジネスユニットビジネスユニットビジネスユニット

B/UB/UB/UB/Uアライアンスアライアンスアライアンスアライアンス
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【関西圏】12地域→ ４地域

【首都圏】15地域→５地域

＊太線（黒）で囲んだものが新地域
＊計数は新地域の05年9月預貸和月中平残
＊拠点数は、旧奈良銀行の拠点を含み、
残高は05年9月末残を加算

＊他行ﾃﾞｰﾀは05年9月末残

奈良地域
約1.1兆円
21拠点

ひょうご地域
約1.3兆円
17拠点

大阪北地域
約4.4兆円
34拠点

大阪南地域
約4.7兆円
44拠点

多摩地域
約2.2兆円
22拠点

神奈川地域
約2.9兆円
26拠点

東京西地域
約4.1兆円
25拠点

東京ｾﾝﾄﾗﾙ地域
約3.5兆円
19拠点

首都ひがし地域
約3.1兆円
29拠点

集約後集約後集約後集約後のののの地域運営体制地域運営体制地域運営体制地域運営体制（（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行））））

りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行のののの地域編成地域編成地域編成地域編成をををを「「「「９９９９地域地域地域地域３３３３営業本部営業本部営業本部営業本部」」」」体制体制体制体制にににに集約集約集約集約 （（（（2006200620062006年年年年4444月月月月））））りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行のののの地域編成地域編成地域編成地域編成をををを「「「「９９９９地域地域地域地域３３３３営業本部営業本部営業本部営業本部」」」」体制体制体制体制にににに集約集約集約集約 （（（（2006200620062006年年年年4444月月月月））））

北国銀行 4.5兆円
紀陽銀行 4.3兆円

荘内銀行 1.3兆円

肥後銀行 5.0兆円
スルガ銀行 4.9兆円

築邦銀行
0.8兆円

琉球銀行 2.4兆円

北陸銀行 2.9兆円

東邦銀行 4.3兆円
親和銀行 3.8兆円
東京都民 3.7兆円
千葉興業 3.2兆円

京都・滋賀営業本部
約0.7兆円 5拠点

東海営業本部
約0.８兆円 ６拠点

九州営業本部
約0.４兆円 ６拠点



19

オペレーションオペレーションオペレーションオペレーション改革改革改革改革のののの目標目標目標目標 （（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行））））

次世代営業店拡大次世代営業店拡大次世代営業店拡大次世代営業店拡大

センターセンターセンターセンター改革改革改革改革

融資業務革新融資業務革新融資業務革新融資業務革新

� 次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗：：：： 06/306/306/306/3末末末末 58585858店店店店 ⇒⇒⇒⇒ 07070707年度上期中年度上期中年度上期中年度上期中にににに 200200200200店体制店体制店体制店体制へへへへ
� フロントフロントフロントフロント／／／／バックオフィスバックオフィスバックオフィスバックオフィスのののの分離明確化分離明確化分離明確化分離明確化によるによるによるによるセールスカルチャーセールスカルチャーセールスカルチャーセールスカルチャーのののの浸透浸透浸透浸透
� ペーパーレスペーパーレスペーパーレスペーパーレス、、、、キャッシュレスキャッシュレスキャッシュレスキャッシュレスをををを志向志向志向志向するするするする事務事務事務事務プロセスプロセスプロセスプロセス改革改革改革改革をををを通通通通じじじじ事務量事務量事務量事務量をををを半減半減半減半減
� ダイレクトチャネルダイレクトチャネルダイレクトチャネルダイレクトチャネル（（（（ATMATMATMATM、、、、EBEBEBEB、、、、TBTBTBTB等等等等））））へのへのへのへのシフトシフトシフトシフト、、、、現金現金現金現金アウトソースアウトソースアウトソースアウトソースをををを併併併併せてせてせてせて実施実施実施実施
� サポートオフィスサポートオフィスサポートオフィスサポートオフィス（（（（事務母店事務母店事務母店事務母店））））へのへのへのへの事務集約化事務集約化事務集約化事務集約化によりによりによりにより、、、、営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員をををを創出創出創出創出

事務事務事務事務プロセスプロセスプロセスプロセス改革改革改革改革

【【【【オペレーションオペレーションオペレーションオペレーション改革改革改革改革のののの目標目標目標目標】】】】 事務事務事務事務コストコストコストコスト削減削減削減削減とととと営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員のののの創出創出創出創出

営業店事務営業店事務営業店事務営業店事務コストコストコストコスト削減削減削減削減 ▲▲▲▲100100100100億円億円億円億円、、、、 営業部門人員営業部門人員営業部門人員営業部門人員のののの大幅拡充大幅拡充大幅拡充大幅拡充 ＋＋＋＋1,2001,2001,2001,200人人人人

07/3末計画所要人員05/9末実配人員

営業課
4,900人

融資課
1,750人

7,0007,0007,0007,000人人人人

パートパートパートパート比率比率比率比率 ５１５１５１５１％％％％

サポートオフィス

350人

営業課
3,000人

融資課 450人

サポートオフィス
1,600人

金融商品販売要員等＋700人
法人渉外要員 ＋500人

削減可能幅

営業店事務人員営業店事務人員営業店事務人員営業店事務人員
＋＋＋＋

サポートオフィスサポートオフィスサポートオフィスサポートオフィス人員人員人員人員
7,0007,0007,0007,000人人人人 →→→→ 5,0505,0505,0505,050人人人人
（（（（▲▲▲▲1,9501,9501,9501,950人人人人））））

パートパートパートパート比率比率比率比率 ６０６０６０６０％％％％

営業店事務人員営業店事務人員営業店事務人員営業店事務人員
6,6506,6506,6506,650人人人人
↓↓↓↓

3,4503,4503,4503,450人人人人
((((▲▲▲▲ 3,2003,2003,2003,200人人人人））））

営業担当増員
1,2001,2001,2001,200人人人人
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� オペレーションオペレーションオペレーションオペレーション改革改革改革改革をををを通通通通じたじたじたじた営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員営業部門投入人員のののの創出創出創出創出
� ＋＋＋＋1,21,21,21,200000000人人人人のののの営業戦力営業戦力営業戦力営業戦力をををを追加投入追加投入追加投入追加投入（（（（07070707年度中年度中年度中年度中））））
（（（（金融商品販売要員等金融商品販売要員等金融商品販売要員等金融商品販売要員等＋＋＋＋777700000000人人人人、、、、法人渉外要員法人渉外要員法人渉外要員法人渉外要員＋＋＋＋500500500500人人人人））））

�セールスカルチャーセールスカルチャーセールスカルチャーセールスカルチャーのののの浸透浸透浸透浸透 （（（（次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗のののの本格普及本格普及本格普及本格普及））））

�セールスセールスセールスセールス専担者専担者専担者専担者のののの設置設置設置設置
�金融資産運用サービスモデル店舗の金融商品（投信＋保険）販売実績は概ね３倍に拡大

� 顧客顧客顧客顧客セグメンテーションセグメンテーションセグメンテーションセグメンテーションのののの高度化高度化高度化高度化
� リスク選好度、金融リテラシーの度合いに応じ個人顧客を６カテゴリーに分類

� 情報活用体制情報活用体制情報活用体制情報活用体制のののの確立確立確立確立 （（（（個人個人個人個人・・・・法人法人法人法人ＣＲＭＣＲＭＣＲＭＣＲＭシステムシステムシステムシステムのののの稼動稼動稼動稼動））））

××××

トップライントップライントップライントップライン収益収益収益収益のののの極大化極大化極大化極大化

【【【【専担者設置前専担者設置前専担者設置前専担者設置前】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
10101010百万円百万円百万円百万円※

【【【【専担者設置前専担者設置前専担者設置前専担者設置前】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
10101010百万円百万円百万円百万円※

【【【【専担者設置後専担者設置後専担者設置後専担者設置後】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
30303030百万円百万円百万円百万円※

【【【【専担者設置後専担者設置後専担者設置後専担者設置後】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
30303030百万円百万円百万円百万円※

【【【【中期目標中期目標中期目標中期目標】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
50505050百万円百万円百万円百万円

【【【【中期目標中期目標中期目標中期目標】】】】
ＰＨＰＨＰＨＰＨ月間販売額月間販売額月間販売額月間販売額
50505050百万円百万円百万円百万円

※東京近郊の新型店舗移行済店舗42ヵ店に所属するセールス専担者を対象に集計

営業部門人員営業部門人員営業部門人員営業部門人員のののの増強増強増強増強

ＰＨＰＨＰＨＰＨ生産性生産性生産性生産性のののの向上向上向上向上にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ

経営資源経営資源経営資源経営資源のののの最適配分最適配分最適配分最適配分をををを通通通通じたじたじたじたトップライントップライントップライントップライン収益収益収益収益のののの極大化極大化極大化極大化
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選択選択選択選択とととと集中集中集中集中によるによるによるによる差別化差別化差別化差別化

中小企業取引中小企業取引

金融商品販売金融商品販売

住宅ローン住宅ローン

不動産不動産

企業年金企業年金

証券仲介証券仲介

Ｍ＆ＡＭ＆Ａ

個人年金保険個人年金保険

店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 国際業務国際業務

投資信託投資信託

ﾎﾟｲﾝﾄ交換ﾎﾟｲﾝﾄ交換

コアコアコアコア業務業務業務業務へへへへ集中集中集中集中 業界業界業界業界ののののﾘｰﾃﾘｰﾃﾘｰﾃﾘｰﾃﾞ゙゙゙ｨﾝｸｨﾝｸｨﾝｸｨﾝｸﾞ゙゙゙ｶﾝﾊｶﾝﾊｶﾝﾊｶﾝﾊﾟ゚゚゚ﾆｰﾆｰﾆｰﾆｰとととと提携提携提携提携しししし、、、、最良最良最良最良ののののｻｰﾋｻｰﾋｻｰﾋｻｰﾋﾞ゙゙゙ｽｽｽｽをををを提供提供提供提供

ＩＰＯ支援ＩＰＯ支援

アライアンスアライアンスアライアンスアライアンスアライアンスアライアンスアライアンスアライアンス

商店街商店街

自治体自治体

教育機関教育機関

地域独自地域独自地域独自地域独自のののの取組取組取組取組

りそなりそなりそなりそなグループグループグループグループ

非財閥系非財閥系非財閥系非財閥系ののののメリットメリットメリットメリットをををを活活活活かしかしかしかし、、、、今後各種分野今後各種分野今後各種分野今後各種分野でででで主体的主体的主体的主体的ななななアライアンスアライアンスアライアンスアライアンスをををを展開展開展開展開

リテールリテールリテールリテール分野分野分野分野へのへのへのへの経営資源集中経営資源集中経営資源集中経営資源集中ととととアライアンスアライアンスアライアンスアライアンスによりによりによりにより顧客顧客顧客顧客ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの対応力対応力対応力対応力をををを徹底強化徹底強化徹底強化徹底強化

おおおおおおおお 客客客客客客客客 ささささささささ まままままままま
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業績業績業績業績のののの動向動向動向動向（（（（06/306/306/306/3期期期期ハイライトハイライトハイライトハイライトとととと07/307/307/307/3期計画期計画期計画期計画））））

差別化戦略差別化戦略差別化戦略差別化戦略へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

【【【【ごごごご参考資料参考資料参考資料参考資料】】】】

公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋
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公的資金早期返済公的資金早期返済公的資金早期返済公的資金早期返済にににに向向向向けたけたけたけた資本政策資本政策資本政策資本政策 （（（（05050505年度実績年度実績年度実績年度実績とととと06060606年度年度年度年度のののの展望展望展望展望））））

� 計画計画計画計画をををを大幅大幅大幅大幅にににに上回上回上回上回るるるる合算剰余金合算剰余金合算剰余金合算剰余金のののの積上積上積上積上げげげげ実績実績実績実績
� 06/306/306/306/3末実績末実績末実績末実績 7,5687,5687,5687,568億円億円億円億円 （（（（健全化計画比累計健全化計画比累計健全化計画比累計健全化計画比累計 ＋＋＋＋3,0553,0553,0553,055億円億円億円億円））））

� 資本性証券発行資本性証券発行資本性証券発行資本性証券発行によるによるによるによる規制資本規制資本規制資本規制資本のののの充実充実充実充実
� 05050505年度中年度中年度中年度中のののの調達実績調達実績調達実績調達実績はははは約約約約4,2004,2004,2004,200億円億円億円億円
（（（（【【【【RBRBRBRB】】】】 T1 1,300T1 1,300T1 1,300T1 1,300億円億円億円億円、、、、UT2 2,600UT2 2,600UT2 2,600UT2 2,600億円億円億円億円、、、、LT2 200LT2 200LT2 200LT2 200億円億円億円億円 【【【【SRSRSRSR】】】】 LT2 100LT2 100LT2 100LT2 100億円億円億円億円））））

� 資本資本資本資本コストコストコストコストののののアクティブコントロールアクティブコントロールアクティブコントロールアクティブコントロール
� 既存証券既存証券既存証券既存証券ののののリファイナンスリファイナンスリファイナンスリファイナンス ・・・・・・・・・・・・ 格付格付格付格付けのけのけのけの向上等向上等向上等向上等をををを反映反映反映反映したしたしたしたプライシングプライシングプライシングプライシング
（（（（公的資金劣後公的資金劣後公的資金劣後公的資金劣後ローンローンローンローン 2,0002,0002,0002,000億円億円億円億円、、、、既発行優先出資証券既発行優先出資証券既発行優先出資証券既発行優先出資証券 2,6422,6422,6422,642億円億円億円億円をををを返済返済返済返済））））

� 計画計画計画計画をををを大幅大幅大幅大幅にににに上回上回上回上回るるるる合算剰余金合算剰余金合算剰余金合算剰余金のののの積上積上積上積上げげげげ実績実績実績実績
� 06/306/306/306/3末実績末実績末実績末実績 7,5687,5687,5687,568億円億円億円億円 （（（（健全化計画比累計健全化計画比累計健全化計画比累計健全化計画比累計 ＋＋＋＋3,0553,0553,0553,055億円億円億円億円））））

� 資本性証券発行資本性証券発行資本性証券発行資本性証券発行によるによるによるによる規制資本規制資本規制資本規制資本のののの充実充実充実充実
� 05050505年度中年度中年度中年度中のののの調達実績調達実績調達実績調達実績はははは約約約約4,2004,2004,2004,200億円億円億円億円
（（（（【【【【RBRBRBRB】】】】 T1 1,300T1 1,300T1 1,300T1 1,300億円億円億円億円、、、、UT2 2,600UT2 2,600UT2 2,600UT2 2,600億円億円億円億円、、、、LT2 200LT2 200LT2 200LT2 200億円億円億円億円 【【【【SRSRSRSR】】】】 LT2 100LT2 100LT2 100LT2 100億円億円億円億円））））

� 資本資本資本資本コストコストコストコストののののアクティブコントロールアクティブコントロールアクティブコントロールアクティブコントロール
� 既存証券既存証券既存証券既存証券ののののリファイナンスリファイナンスリファイナンスリファイナンス ・・・・・・・・・・・・ 格付格付格付格付けのけのけのけの向上等向上等向上等向上等をををを反映反映反映反映したしたしたしたプライシングプライシングプライシングプライシング
（（（（公的資金劣後公的資金劣後公的資金劣後公的資金劣後ローンローンローンローン 2,0002,0002,0002,000億円億円億円億円、、、、既発行優先出資証券既発行優先出資証券既発行優先出資証券既発行優先出資証券 2,6422,6422,6422,642億円億円億円億円をををを返済返済返済返済））））

2005200520052005年度年度年度年度のののの実績実績実績実績

公的資金公的資金公的資金公的資金のののの具体的返済具体的返済具体的返済具体的返済にににに際際際際しししし、、、、以下以下以下以下３３３３点点点点をををを基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方とするとするとするとする方針方針方針方針

（（（（１１１１）））） 返済原資返済原資返済原資返済原資をををを可能可能可能可能なななな限限限限りりりり早期早期早期早期にににに確保確保確保確保するするするする事事事事
（（（（２２２２）））） 適切適切適切適切なななな自己資本比率自己資本比率自己資本比率自己資本比率をををを維持維持維持維持するするするする事事事事
（（（（３３３３）））） 普通株式普通株式普通株式普通株式のののの希薄化希薄化希薄化希薄化をををを可能可能可能可能なななな限限限限りりりり回避回避回避回避するするするする事事事事

公的資金公的資金公的資金公的資金のののの具体的返済具体的返済具体的返済具体的返済にににに際際際際しししし、、、、以下以下以下以下３３３３点点点点をををを基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方とするとするとするとする方針方針方針方針

（（（（１１１１）））） 返済原資返済原資返済原資返済原資をををを可能可能可能可能なななな限限限限りりりり早期早期早期早期にににに確保確保確保確保するするするする事事事事
（（（（２２２２）））） 適切適切適切適切なななな自己資本比率自己資本比率自己資本比率自己資本比率をををを維持維持維持維持するするするする事事事事
（（（（３３３３）））） 普通株式普通株式普通株式普通株式のののの希薄化希薄化希薄化希薄化をををを可能可能可能可能なななな限限限限りりりり回避回避回避回避するするするする事事事事

2006200620062006年度年度年度年度のののの展望展望展望展望 （＝（＝（＝（＝公的資金返済本格化公的資金返済本格化公的資金返済本格化公的資金返済本格化へのへのへのへの１１１１年年年年））））



24

金額 金額

03/9末 06/3末 返済額

（初回コール） (1) (2) (2) - (1)

公的資金合計 31,28031,28031,28031,280 29,25229,25229,25229,252 ▲ 2,028▲ 2,028▲ 2,028▲ 2,028

優先株式 25,31525,31525,31525,315 25,31525,31525,31525,315 ----
早期健全化法 8,680 8,680 -

乙種 1999/03 2009/04 4,080 4,080 -

丙種 2001/04 2015/04 600 600 -

戊種 1999/03 2009/12 3,000 3,000 -

己種 1999/03 2014/12 1,000 1,000 -

預金保険法 16,635 16,635 -

第１種 2003/07 定めなし 5,500 5,500 -

第２種 2003/07 定めなし 5,635 5,635 -

第３種 2003/07 定めなし 5,500 5,500 -

劣後ローン 3,0003,0003,0003,000 1,0001,0001,0001,000 ▲ 2,000▲ 2,000▲ 2,000▲ 2,000
金融安定化法 2,000 - ▲ 2,000

旧大和分 1998/03 完済 1,000 - ▲ 1,000

旧あさひ分 1998/03 完済 1,000 - ▲ 1,000

早期健全化法 1999/03 2009/03 1,000 1,000 -

普通株式 2003/07 定めなし 2,9642,9642,9642,964 2,9372,9372,9372,937 ▲ 27▲ 27▲ 27▲ 27

2006年6月下旬の定時株主
総会の決議を経て、2006年
度中に一部買入消却を実施
予定

完済

発行
一斉転換

コールコールコールコール期日期日期日期日のののの2009200920092009年年年年3333月末月末月末月末
までにまでにまでにまでに全額返済全額返済全額返済全額返済

コールコールコールコール期日期日期日期日のののの2009200920092009年年年年3333月末月末月末月末
までにまでにまでにまでに全額返済全額返済全額返済全額返済

返済手法返済手法返済手法返済手法・・・・時期等時期等時期等時期等はははは、、、、環境環境環境環境
がががが整整整整いいいい次第次第次第次第、、、、関係当局関係当局関係当局関係当局とのとのとのとの
協議協議協議協議をををを実施実施実施実施

返済手法返済手法返済手法返済手法・・・・時期等時期等時期等時期等はははは、、、、環境環境環境環境
がががが整整整整いいいい次第次第次第次第、、、、関係当局関係当局関係当局関係当局とのとのとのとの
協議協議協議協議をををを実施実施実施実施

劣後劣後劣後劣後ローンローンローンローン

普通株式普通株式普通株式普通株式

公的資金公的資金公的資金公的資金のののの明細明細明細明細とととと返済返済返済返済アプローチアプローチアプローチアプローチ

� 早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式のののの全額全額全額全額をををを上回上回上回上回るるるる利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金をををを2007200720072007年年年年3333月末月末月末月末までにまでにまでにまでに累積累積累積累積できるできるできるできる見込見込見込見込みみみみ （詳細25頁参照）
� このこのこのこの利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金とととと今後市場今後市場今後市場今後市場でででで発行発行発行発行するするするする優先株式優先株式優先株式優先株式のののの資金資金資金資金（（（（資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金））））をををを原資原資原資原資とするとするとするとする買入消却買入消却買入消却買入消却をををを基本方針基本方針基本方針基本方針とするとするとするとする
� 本方針本方針本方針本方針にににに基基基基づきづきづきづき、、、、以下以下以下以下をををを第第第第５５５５回定時株主総会回定時株主総会回定時株主総会回定時株主総会にににに付議付議付議付議

� 2006年度内に2,500億円を限度として優先株式の買入消却を実施
� 優先株式の市場発行を可能とするための定款変更 （詳細26頁）

� 早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式のののの全額全額全額全額をををを上回上回上回上回るるるる利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金をををを2007200720072007年年年年3333月末月末月末月末までにまでにまでにまでに累積累積累積累積できるできるできるできる見込見込見込見込みみみみ （詳細25頁参照）
� このこのこのこの利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金とととと今後市場今後市場今後市場今後市場でででで発行発行発行発行するするするする優先株式優先株式優先株式優先株式のののの資金資金資金資金（（（（資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金））））をををを原資原資原資原資とするとするとするとする買入消却買入消却買入消却買入消却をををを基本方針基本方針基本方針基本方針とするとするとするとする
� 本方針本方針本方針本方針にににに基基基基づきづきづきづき、、、、以下以下以下以下をををを第第第第５５５５回定時株主総会回定時株主総会回定時株主総会回定時株主総会にににに付議付議付議付議

� 2006年度内に2,500億円を限度として優先株式の買入消却を実施
� 優先株式の市場発行を可能とするための定款変更 （詳細26頁）

優先株式優先株式優先株式優先株式

2006200620062006年度年度年度年度：：：： 「「「「公的資金返済本格化公的資金返済本格化公的資金返済本格化公的資金返済本格化へのへのへのへの１１１１年年年年」」」」
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-

8,533

10,633

6,433

4,513

2,943

 10 10 10 10 ,,,,100100100100強強強強

3,9433,9433,9433,943

5,4565,4565,4565,456

7,5687,5687,5687,568

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

合算利益剰余金合算利益剰余金合算利益剰余金合算利益剰余金のののの蓄積蓄積蓄積蓄積のののの状況状況状況状況

05/3末 05/9末 【【【【06/306/306/306/3末末末末】】】】 【【【【07/307/307/307/3末末末末】】】】 08/3末 09/3末

剰余金蓄積計画剰余金蓄積計画剰余金蓄積計画剰余金蓄積計画（（（（健全化計画健全化計画健全化計画健全化計画））））
HD＋＋＋＋傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算傘下銀行合算ベースベースベースベース

＋＋＋＋3,0553,0553,0553,055億円上振億円上振億円上振億円上振れれれれ

（実績）

（実績）

（見込）

（億円）

（実績）

合算剰余金合算剰余金合算剰余金合算剰余金のののの蓄積実績蓄積実績蓄積実績蓄積実績はははは健全化計画健全化計画健全化計画健全化計画をををを大大大大きくきくきくきく上回上回上回上回るるるる

� 2006200620062006年年年年3333月末月末月末月末のののの合算剰余金合算剰余金合算剰余金合算剰余金はははは7,5687,5687,5687,568億円億円億円億円（（（（健全化計画比健全化計画比健全化計画比健全化計画比 累計累計累計累計＋＋＋＋3,0553,0553,0553,055億円億円億円億円））））
� 2007200720072007年年年年3333月末迄月末迄月末迄月末迄にににに、、、、早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式早期健全化法優先株式のののの注入総額注入総額注入総額注入総額（＝（＝（＝（＝8,6808,6808,6808,680億円億円億円億円））））をををを上回上回上回上回るるるる10,10010,10010,10010,100億円強億円強億円強億円強のののの
合算剰余金合算剰余金合算剰余金合算剰余金をををを蓄積蓄積蓄積蓄積できるできるできるできる見通見通見通見通しししし（（（（今期業績予想今期業績予想今期業績予想今期業績予想ベースベースベースベース））））

早期健全化法・優先株式
のうち2009年12月迄に
一斉転換期日が到来する
もの （＝7,080億円）

早期健全化法・優先株式
の全額＝8,680億円

早期健全化法・優先株式
の注入総額に見合う剰余金
が蓄積できるタイミング
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資本政策資本政策資本政策資本政策にににに関関関関わるわるわるわる定款変更定款変更定款変更定款変更についてについてについてについて

剰余金配当剰余金配当剰余金配当剰余金配当、、、、自己株式自己株式自己株式自己株式のののの取得等取得等取得等取得等をををを決定決定決定決定するするするする機関機関機関機関をををを取締役会取締役会取締役会取締役会とするとするとするとする旨規定旨規定旨規定旨規定

発行可能発行可能発行可能発行可能 １１１１株当株当株当株当たりたりたりたり 株主総会株主総会株主総会株主総会 普通株式普通株式普通株式普通株式へのへのへのへの 発行体発行体発行体発行体によるによるによるによる

種類種類種類種類 種類株式総数種類株式総数種類株式総数種類株式総数 払込金額払込金額払込金額払込金額 議決権議決権議決権議決権 転換権転換権転換権転換権 一斉転換一斉転換一斉転換一斉転換 取得条項取得条項取得条項取得条項のののの

（上限） （上限） （取得請求権） 行使行使行使行使

第第第第４４４４種種種種     

第第第第５５５５種種種種     

第第第第６６６６種種種種 【【【【社債型社債型社債型社債型】】】】 各100,000株 各3,500千円 無配時のみ なし なし あり（金銭）

第第第第７７７７種種種種     

第第第第８８８８種種種種     

第第第第９９９９種種種種 【【【【転換型転換型転換型転換型】】】】 100,000株 3,500千円 なし あり なし
あり（金銭＋
株式）

普通株への転換権（取得請求権）
を付与。但し、発行体にも払込金
額相当額を金銭、払込金相当額を
上回る部分を普通株式にて償還
する権利が付与される

600,000株 - - - - - -合計

特徴特徴特徴特徴タイプタイプタイプタイプ

普通株への転換権（取得請求権）
は付与せず

� 配当金支払配当金支払配当金支払配当金支払はははは会社法施行前会社法施行前会社法施行前会社法施行前とととと同様同様同様同様、、、、取締役会取締役会取締役会取締役会がががが決定決定決定決定
� 自己株式自己株式自己株式自己株式のののの取得取得取得取得（（（（特定特定特定特定のののの株主株主株主株主をををを相手相手相手相手としないとしないとしないとしない場合場合場合場合））））もももも取締役会取締役会取締役会取締役会においてにおいてにおいてにおいて決定決定決定決定できるようできるようできるようできるよう規定規定規定規定をををを新設新設新設新設

� 公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済にににに向向向向けたけたけたけた適切適切適切適切なななな資本政策資本政策資本政策資本政策のののの運営運営運営運営をををを実現実現実現実現するためするためするためするため、、、、新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠をををを追加設定追加設定追加設定追加設定

新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠新規優先株式授権枠をををを追加設定追加設定追加設定追加設定
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業績業績業績業績のののの動向動向動向動向（（（（06/306/306/306/3期期期期ハイライトハイライトハイライトハイライトとととと07/307/307/307/3期計画期計画期計画期計画））））

差別化戦略差別化戦略差別化戦略差別化戦略へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

公的資金返済公的資金返済公的資金返済公的資金返済へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋

【【【【ごごごご参考資料参考資料参考資料参考資料】】】】
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強強強強みをみをみをみを活活活活かすかすかすかすビジネスビジネスビジネスビジネス分野分野分野分野

銀行合算・個人向け投資商品の状況

1.29

1.79

0.47

0.84

0.37 12.2%

5.8%

9.0%
1.01

1.72

2.642.642.642.64

1兆円

2兆円

3兆円

04/3末 05/3末 06/3末

5%

8%

11%

14%

銀行合算・住宅ローンの状況

りそな銀行・不動産業務※の状況 りそな信託銀行・企業年金※の状況

9.37
10.17

10.8610.8610.8610.86
35.4%

41.1%

39.6%

5兆円

10兆円

04/3末 05/3末 06/3末

30%

40%

（年間実行額）1.86兆円 （年間販売額）0.92兆円

28 32

56
61

50

71
85

93

121121121121

0億円

50億円

100億円

03年度 04年度 05年度

※ 社内管理の収益計数

5.98 5.52
6.186.186.186.18

0兆円

2兆円

4兆円

6兆円

04/3末 05/3末 06/3末

※ 社内管理残高

上期

下期

（年間実質増加）0.11兆円 （年間実質増加）0000....86868686兆円兆円兆円兆円

※実質：代行返上・基金解散を除く

※一部、社内管理計数※一部、社内管理計数

（年間販売額）1111....33333333兆円兆円兆円兆円

投資信託

公共債

年金保険

投資商品比率〔社内管理計数〕
＝個人向け投資商品※÷預り金融資産（預金＋投資商品）
※個人向け投信・公共債・年金保険・外貨預金

住宅ローン比率
＝住宅ローン÷貸出金末残（銀・信）

実質※増加額＋0.80兆
※システム統合影響補正後

（年間実行額）1111....80808080兆円兆円兆円兆円

フラット35：0.05兆円 販売額は個人向け3商品
（投資信託・公共債・年金保険）
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債務者区分間債務者区分間債務者区分間債務者区分間のののの遷移状況遷移状況遷移状況遷移状況 （（（（りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行））））

１．05/9末において各債務者区分に属していた債務者が06/3末においてどの区分に属しているかを表示

２．05/9末時点の与信額をベースに算出

05年度下期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず

３．06/3末の｢その他｣は05年度下期中の全額回収・返済、最終処理（債権譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの

06060606年年年年3333月末月末月末月末

上方遷移上方遷移上方遷移上方遷移 下方遷移下方遷移下方遷移下方遷移

全額回収全額回収全額回収全額回収////返済返済返済返済 債権譲渡債権譲渡債権譲渡債権譲渡////売却売却売却売却

正常先正常先正常先正常先 97.7%97.7%97.7%97.7% 1.2%1.2%1.2%1.2% 0.1%0.1%0.1%0.1% 0.2%0.2%0.2%0.2% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.8%0.8%0.8%0.8% 0.8%0.8%0.8%0.8% 0.0%0.0%0.0%0.0% ---- 1.6%1.6%1.6%1.6%

要注意先要注意先要注意先要注意先 7.7%7.7%7.7%7.7% 83.8%83.8%83.8%83.8% 2.0%2.0%2.0%2.0% 2.1%2.1%2.1%2.1% 0.2%0.2%0.2%0.2% 0.2%0.2%0.2%0.2% 4.0%4.0%4.0%4.0% 4.0%4.0%4.0%4.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 7.7%7.7%7.7%7.7% 4.5%4.5%4.5%4.5%

要管理先要管理先要管理先要管理先 2.0%2.0%2.0%2.0% 8.7%8.7%8.7%8.7% 79.9%79.9%79.9%79.9% 6.1%6.1%6.1%6.1% 0.8%0.8%0.8%0.8% 0.1%0.1%0.1%0.1% 2.4%2.4%2.4%2.4% 2.4%2.4%2.4%2.4% 0.0%0.0%0.0%0.0% 10.7%10.7%10.7%10.7% 6.9%6.9%6.9%6.9%

破綻懸念先破綻懸念先破綻懸念先破綻懸念先 1.6%1.6%1.6%1.6% 3.1%3.1%3.1%3.1% 22.4%22.4%22.4%22.4% 50.0%50.0%50.0%50.0% 12.4%12.4%12.4%12.4% 2.2%2.2%2.2%2.2% 8.3%8.3%8.3%8.3% 4.1%4.1%4.1%4.1% 4.2%4.2%4.2%4.2% 27.2%27.2%27.2%27.2% 14.6%14.6%14.6%14.6%

実質破綻先実質破綻先実質破綻先実質破綻先 0.5%0.5%0.5%0.5% 0.1%0.1%0.1%0.1% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.1%0.1%0.1%0.1% 83.8%83.8%83.8%83.8% 4.4%4.4%4.4%4.4% 11.0%11.0%11.0%11.0% 3.1%3.1%3.1%3.1% 5.9%5.9%5.9%5.9% 0.8%0.8%0.8%0.8% 4.4%4.4%4.4%4.4%

破綻先破綻先破綻先破綻先 1.9%1.9%1.9%1.9% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0%0.0% 76.6%76.6%76.6%76.6% 21.5%21.5%21.5%21.5% 1.1%1.1%1.1%1.1% 3.8%3.8%3.8%3.8% 1.9%1.9%1.9%1.9% ----

0000
5555
年年年年
9999
月月月月
末末末末

正常先正常先正常先正常先 要注意先要注意先要注意先要注意先 要管理先要管理先要管理先要管理先 破綻懸念先破綻懸念先破綻懸念先破綻懸念先 実質破綻先実質破綻先実質破綻先実質破綻先 破綻先破綻先破綻先破綻先 そのそのそのその他他他他

05050505年度下期年度下期年度下期年度下期のののの遷移状況遷移状況遷移状況遷移状況（（（（与信額与信額与信額与信額ベースベースベースベース））））
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オフバランスオフバランスオフバランスオフバランス化化化化のののの実績実績実績実績（（（（４４４４行合算行合算行合算行合算））））

� 2005200520052005年度下期年度下期年度下期年度下期 新規発生額新規発生額新規発生額新規発生額はははは1,2851,2851,2851,285億円億円億円億円（（（（※※※※））））

� 2005200520052005年度下期年度下期年度下期年度下期ののののオフバランスオフバランスオフバランスオフバランス化実績化実績化実績化実績 ▲▲▲▲2,0342,0342,0342,034億円億円億円億円によりによりによりにより、、、、破綻懸念先以下破綻懸念先以下破綻懸念先以下破綻懸念先以下ののののオフバランスオフバランスオフバランスオフバランス化化化化
対象債権残高対象債権残高対象債権残高対象債権残高はははは▲▲▲▲805805805805億円減少億円減少億円減少億円減少

05/下 05/上 04/下

（単位：億円） （06年3月末） （05年9月末） （05年3月末）

オフバラ対象債権残高 3,560 4,365 4,990

オフバラ措置済残高 602 702 819

ネット半期増減 ▲805 ▲625 ▲2,943

半期中新規発生 ＋1,285 ※ ＋1,192 ＋1,569

半期中オフバラ実績 ▲2,034 ▲1,817 ▲4,513

清算型処理 △352 △859 △1,233

再建型処理（含む改善） △687 △94 △914

債権流動化 △480 △875 △2,917

直接償却 673 1,323 2,615

回収・返済等 △916 △948 △1,525

業況改善 △270 △363 △536

※05/下新規発生分には、奈良銀行の合併時不良債権残高を含む。
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有価証券有価証券有価証券有価証券のののの状況状況状況状況

� 2005200520052005年度年度年度年度のののの株式関係損益株式関係損益株式関係損益株式関係損益（（（（合算合算合算合算ベースベースベースベース））））はははは ＋＋＋＋539539539539億円億円億円億円 （（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 ＋＋＋＋88888888億円億円億円億円））））

� 同債券関係損益同債券関係損益同債券関係損益同債券関係損益（（（（合算合算合算合算ベースベースベースベース））））はははは、、、、▲▲▲▲123123123123億円億円億円億円 （（（（前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比 ▲▲▲▲296296296296億円億円億円億円））））

� 2006/32006/32006/32006/3末時点末時点末時点末時点のののの時価時価時価時価のあるそののあるそののあるそののあるその他有価証券全体他有価証券全体他有価証券全体他有価証券全体（（（（連結連結連結連結ベースベースベースベース））））でででで＋＋＋＋4,4554,4554,4554,455億円億円億円億円のののの含含含含みみみみ益益益益

� 株式売切株式売切株式売切株式売切りりりり簿価簿価簿価簿価
05050505年度年度年度年度（（（（実績実績実績実績）：）：）：）： 31313131億円億円億円億円 （（（（合算合算合算合算ベースベースベースベース））））

株式残高株式残高株式残高株式残高のののの推移推移推移推移（（（（そのそのそのその他有価証券他有価証券他有価証券他有価証券、、、、HDHDHDHD連結連結連結連結ベースベースベースベース）））） 債券残高債券残高債券残高債券残高のののの推移推移推移推移 （（（（HDHDHDHD連結連結連結連結ベースベースベースベース））））

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

時価のない株式
時価のある株式

評価差額（時価のある株式、右軸）

（億円）

【保有債券残高（連結ベース)】  （億円）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

 国債 44,957 50,415 39,666 42,981 36,275
１年以内 6,911 13,695 5,397 11,432 10,516
１年超５年以内 31,669 29,971 25,102 18,424 14,658
５年超１０年以内 3,018 1,458 1,800 5,324 5,662
１０年超 3,358 5,291 7,367 7,801 5,440

 その他※ 18,713 19,775 22,182 26,683 27,514
 合計 63,670 70,191 61,848 69,664 63,790
※「その他」には地方債、社債、外国証券等を含む

【保有債券含み損益（連結ベース)】  （億円）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

 国債 ▲ 37 46 107 ▲ 177 ▲ 640
 その他※ 131 70 168 442 470
 合計 94 115 275 265 ▲ 170

※その他には地方債、社債、外国証券等を含む

 10年国債金利 1.440% 1.440% 1.320% 1.475% 1.765%

【国内債券デュレーション（バンキング勘定）】  （年）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

 グループ 2.8 2.0 2.1 2.3 2.4
 りそな銀行 2.7 1.9 1.9 2.3 2.3

【金利感応度（BPV、国内債券）】 （億円）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

 グループ ▲ 16.5 ▲ 12.6 ▲ 10.2 ▲ 13.8 ▲ 13.0
 りそな銀行 ▲ 10.3 ▲ 8.2 ▲ 6.5 ▲ 8.9 ▲ 7.7

【政策保有株式の評価損益がゼロとなる日経平均株価水準】 （円）

04/3末 04/9末 05/3末 05/9末 06/3末

 グループ ― ― 6,600 6,300 6,000
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保有株式保有株式保有株式保有株式 業種別業種別業種別業種別ポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオ（（（（06060606年年年年3333月末月末月末月末 りそなりそなりそなりそな銀行単体銀行単体銀行単体銀行単体））））
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経営健全化計画経営健全化計画経営健全化計画経営健全化計画（（（（計数計画一覧計数計画一覧計数計画一覧計数計画一覧））））

《傘下銀行合算》

06/3期 06/3期

（単位：億円） （実績） （実績） （計画） （実績） （計画） （計画） （単位：億円） （実績） （実績） （計画） （実績） （計画） （計画）

業務粗利益 6,727 7,097 6,660 6,936 6,920 7,180 総資産（注１） 433,542 415,656 411,800 416,539 408,000 406,400

信託報酬 327 351 350 366 340 340 貸出金 272,614 255,327 266,200 252,472 274,900 285,000

信託勘定不良債権処理額 44 11 0 0 0 0 有価証券 70,311 75,499 73,700 75,985 66,800 60,000

資金運用収益 6,294 6,130 5,970 6,044 6,080 6,290 特定取引資産 5,346 7,740 9,800 8,284 9,800 9,800

資金調達費用 852 749 730 766 660 630 繰延税金資産（末残） 511 468 408 44 378 219

役務取引等利益 715 723 690 910 730 780 総負債（注１） 414,852 405,660 400,600 406,579 397,100 395,400

特定取引利益 218 219 220 30 240 240 預金・ＮＣＤ 330,741 329,396 326,300 331,534 327,200 330,000

その他業務利益 23 421 160 350 190 160 特定取引負債 110 90 120 150 120 120

国債等債券関係損（▲）益 ▲ 66 173 0 ▲ 122 0 0 457 462 455 462 455 455

実勢業務純益 資本勘定計（注１） 11,302 15,092 13,286 16,980 13,640 13,820

（一般貸引繰入前、信託勘定償却前） 資本金 3,847 4,047 4,047 4,047 4,047 4,047

業務純益 2,753 3,665 2,920 3,487 3,280 3,540 資本準備金 4,163 4,338 4,338 4,338 4,338 4,338

一般貸倒引当金繰入額 ▲ 194 ▲ 24 0 ▲ 36 0 0 その他資本剰余金 17,770 887 887 887 887 887

経費（▲） 4,168 3,456 3,740 3,485 3,640 3,640 利益準備金 200 200 200 200 200 200

人件費（▲） 1,237 1,111 1,220 1,172 1,210 1,210 剰余金（注２） ▲ 16,756 3,498 1,848 4,325 2,202 2,382

物件費（▲） 2,673 2,135 2,300 2,102 2,210 2,210 土地再評価差額金 668 643 666 642 666 666

不良債権処理損失額 13,434 536 760 576 740 740 その他有価証券評価差額金 1,409 1,476 1,301 2,538 1,301 1,301

株式等関係損（▲）益 ▲ 199 451 0 539 0 0 （経営指標）（注３）

経常利益 ▲ 11,525 3,172 1,960 3,366 2,360 2,620 資金運用利回 1.66 1.67 1.62 1.66 1.66 1.73

特別利益 364 1,306 0 692 0 0 貸出金利回 2.06 2.04 1.98 1.93 1.96 1.97

特別損失 2,155 556 20 45 70 10 有価証券利回 0.79 0.94 0.77 1.05 0.85 0.94

法人税、住民税及び事業税 65 67 資金調達原価 1.24 1.06 1.15 1.10 1.12 1.11

法人税等調整額 3,545 ▲ 9 預金利回（含むＮＣＤ） 0.11 0.10 0.09 0.08 0.08 0.07

当期利益 ▲ 16,927 3,863 1,840 3,907 2,190 2,370 総資金利鞘 0.41 0.61 0.47 0.55 0.54 0.61

ＯＨＲ（信託勘定償却前） 61.56 48.61 56.15 52.17 52.60 50.69

（注１）資産・負債は平残、資本勘定は末残

（注２）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの

（注３）OHR以外の経営指標は、りそな信託銀行を除いて算出

2,603 3,652

04/3期 05/3期 07/3期06/3期 08/3期08/3期 04/3期 05/3期 06/3期

3,280

106

2,920

07/3期

再評価に係る繰延税金負債（末残）

3,5403,451

100 240100
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りそなりそなりそなりそなＨＤＨＤＨＤＨＤ及及及及びびびび傘下銀行単体合算傘下銀行単体合算傘下銀行単体合算傘下銀行単体合算のののの利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金

2007年3月末：合算剰余金の見通し

2,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

8,080 8,080 8,080 8,680 8,680 8,680 8,680

8,680

16,635 16,635

16,635

2,964 2,937

2,937

1,000

2,000

11,080 11,080 11,080 11,680 11,680

31,280 31,252

29,25229,25229,25229,252
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10,000

20,000

30,000

98/3末 99/3末 00/3末 01/3末 02/3末 03/3末 04/3末 05/3末 06/3末

普通株式

優先株式（預金保険法）

優先株式（早期健全法）

劣後ローン

【参考】公的資金の状況

2006年3月末：合算剰余金の実績

2,153

3,943

5,456

3,235

7,568

7,080

8,680

計画：4,513

計画：6,433

計画：2,943

5,000

10,000

04/9末 05/3末 05/9末 06/3末 07/3末

健
全
化
計
画

＋＋＋＋3333,,,,055055055055

早期健全化法・優先株式
のうち、平成21年12月迄に
一斉転換日到来分

早期健全化法・優先株式の全額

＋1,920 ＋690

＋800

7,568

合算剰余金

＋1,920

HD〈単体〉計画銀行合算計画

＋約2,600

▲113普通配当の復配による下振

HD〈単体〉実績

（健全化計画：06年度中の増加）

10,100強

＋1,570 ＋3,055

＋1,000

＋1,778

2,943

合算剰余金

7,568

（健全化計画：
05年度中の増加）

傘下銀行の利益上振れ等（健全化

04年度上振れ

05年度上振れ（健全化計画比）

＋2,055
りそな銀行の
利益上振れ

10,100強 4,513

（7,568＋1,920＝9,488）

05/3末計画 06/3末計画

※株式消却等の剰余金使用は
    織り込んでおりません

（単位：億円）
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公的資金優先株式公的資金優先株式公的資金優先株式公的資金優先株式のののの明細明細明細明細（（（（早期健全化法早期健全化法早期健全化法早期健全化法））））

種類 乙種 丙種 戊種 己種
当初発行銀行および名称 大和銀行乙種第1回 近畿大阪銀行第1回 あさひ銀行第1回第2種 あさひ銀行第2回第2種

当初発行日 平成11年3月31日 平成13年4月26日 平成11年3月31日 平成11年3月31日
現在の株式数 680,000株 120,000株 240,000株 80,000株
発行価額相当額 600,000円 500,000円 1,250,000円 1,250,000円
当初調達総額 4,080億円 600億円 3,000億円 1,000億円
株主 整理回収機構 整理回収機構 整理回収機構 整理回収機構
優先配当金 配当金 6,360円 6,800円 14,380円 18,500円

利回り 1.06% 1.36% 1.1504% 1.48%
転換比率 転換請求期間 H11.6.30 H14.1.1 H14.7.1 H15.7.1

H21.3.31 H27.3.31 H21.11.30 H26.11.30
転換の定め方 比率 価額 価額 価額
現在の転換価額 (210,011円) 381,600円 359,700円 359,700円
現在の転換比率 2.857 (1.310) (3.475) (3.475)

転換比率の修正修正日 6月30日 1月1日 7月1日 7月1日
転換価額の修正方向 上下 上下 上下 上下
上限比率 3.429 (2.999) (3.475) (3.475)
下限比率 --- --- --- ---
上限価額 --- --- --- ---
下限価額 (174,978円) 166,700円 359,700円 359,700円
時価算出開始 45取引日前 45取引日前 45取引日前 45取引日前
算出期間 30取引日 30取引日 30取引日 30取引日

一斉転換 一斉転換日 H21.4.1 H27.4.1 H21.12.1 H26.12.1
転換比率 600,000円／時価 500,000円／時価 1,250,000円／時価 1,250,000円／時価
時価算出開始 45取引日前 45取引日前 45取引日前 45取引日前
算出期間 30取引日 30取引日 30取引日 30取引日
下限価額 100,000円 166,700円 359,800円 359,800円
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公的資金優先株式公的資金優先株式公的資金優先株式公的資金優先株式のののの明細明細明細明細（（（（預金保険法預金保険法預金保険法預金保険法））））

17,000円20,000円28,000円下限価額

上下上下上下転換価額の修正方向

5月1日11月1日8月1日修正日

転換請求期間開始時の
普通株の市場価格

転換請求期間開始時の
普通株の市場価格

転換請求期間開始時の
普通株の市場価格

当初転換価額

H22.7.1 ～H20.7.1 ～H18.7.1 ～転換請求期間

1年円Libor+0.5%1年円Libor+0.5%1年円Libor+0.5%利回り

2,750,000 株2,817,807 株2,750,000 株現在の株式数

200,000円200,000円200,000円発行価額相当額

550,000百万円563,562百万円550,000百万円現在の総発行価額相当
額

有有有議決権

第第第第3種第一回種第一回種第一回種第一回第第第第2種第一回種第一回種第一回種第一回第第第第1種第一回種第一回種第一回種第一回



37

オフィス（2）

セールス（2） サービス

オフィス

サービス

セールス

[変更前変更前変更前変更前]

 新旧新旧新旧新旧のののの営業店営業店営業店営業店スペーススペーススペーススペースのののの比較比較比較比較

[変更後変更後変更後変更後]

� 「「「「待待待待ちちちち時間時間時間時間ゼロゼロゼロゼロ」」」」

� 「「「「伝票伝票伝票伝票レスレスレスレス」「」「」「」「印鑑印鑑印鑑印鑑レスレスレスレス」」」」をををを指向指向指向指向

� 「「「「後方後方後方後方レスレスレスレス」」」」

店頭事務
事務事務事務事務コストコストコストコスト

1／／／／2
現金管理

後方事務

「モジュールボックス」の導入

現金取引をATMに集約

集約により後方レス

<目指目指目指目指すすすす数値数値数値数値>

営業店事務改革営業店事務改革営業店事務改革営業店事務改革

 営業店事務改革営業店事務改革営業店事務改革営業店事務改革

____________________
(1)セールススペースの拡大約20坪→約40坪（約２倍）
(2)オフィススペースの圧縮約40坪→約20坪（約１/２倍）

事務事務事務事務スペーススペーススペーススペース
1／／／／2

事務人員事務人員事務人員事務人員
1／／／／2
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【【【【総合受付総合受付総合受付総合受付カウンターカウンターカウンターカウンター】】】】

【【【【クイックナビクイックナビクイックナビクイックナビ】】】】 【【【【相談相談相談相談ブースブースブースブース】】】】

次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗次世代型店舗ののののフロアレイアウトフロアレイアウトフロアレイアウトフロアレイアウト（（（（２２２２））））

りそなりそなりそなりそな銀行銀行銀行銀行 立川支店立川支店立川支店立川支店のののの例例例例
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 店舗店舗店舗店舗のののの多様化多様化多様化多様化  そのそのそのその他他他他  吉野家吉野家吉野家吉野家ディーディーディーディー・・・・アンドアンドアンドアンド・・・・シーシーシーシー ほかほかほかほか

 証券証券証券証券
 M&A
 国際業務国際業務国際業務国際業務

 保険保険保険保険
 不動産不動産不動産不動産オークションオークションオークションオークション

 野村證券野村證券野村證券野村證券、、、、日興日興日興日興コーディアルコーディアルコーディアルコーディアル証券証券証券証券ほかほかほかほか
 みずほみずほみずほみずほ証券証券証券証券
 東亜銀行東亜銀行東亜銀行東亜銀行、、、、バンコックバンコックバンコックバンコック銀行銀行銀行銀行、、、、
 三菱東京三菱東京三菱東京三菱東京UFJ銀行銀行銀行銀行ほかほかほかほか
 アリコアリコアリコアリコ････ジャパンジャパンジャパンジャパン、、、、第一生命第一生命第一生命第一生命ほかほかほかほか
 アイディーユーアイディーユーアイディーユーアイディーユー

 利便性向上利便性向上利便性向上利便性向上

 クレジットカードクレジットカードクレジットカードクレジットカード
 ネットワークネットワークネットワークネットワーク
 ポイントポイントポイントポイント交換交換交換交換・・・・そのそのそのその他他他他

 クレディセゾンクレディセゾンクレディセゾンクレディセゾン
 セブンセブンセブンセブン銀行銀行銀行銀行、、、、ローソンローソンローソンローソンATM、、、、ＪＲＪＲＪＲＪＲ東日本東日本東日本東日本
 アイワイアイワイアイワイアイワイ・・・・カードカードカードカード・・・・サービスサービスサービスサービス、ＮＴＴ、ＮＴＴ、ＮＴＴ、ＮＴＴドコモドコモドコモドコモ、、、、
Tカードカードカードカード＆＆＆＆マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング、、、、JTB、、、、上新電機上新電機上新電機上新電機、、、、

 セシールセシールセシールセシール、、、、高島屋高島屋高島屋高島屋、、、、日本航空日本航空日本航空日本航空インターナショナルインターナショナルインターナショナルインターナショナル、、、、
ＪＲＪＲＪＲＪＲ東日本東日本東日本東日本、、、、ヨドバシカメラヨドバシカメラヨドバシカメラヨドバシカメラ、、、、楽天楽天楽天楽天

 商品商品商品商品ラインアップラインアップラインアップラインアップ充実充実充実充実
 投資信託投資信託投資信託投資信託
 ＰＢＰＢＰＢＰＢ
 住宅住宅住宅住宅ローンローンローンローン

 クレディクレディクレディクレディ････アグリコルアグリコルアグリコルアグリコル ほかほかほかほか
 シンワアートオークションシンワアートオークションシンワアートオークションシンワアートオークションほかほかほかほか
 アートコーポレーションアートコーポレーションアートコーポレーションアートコーポレーション、、、、全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会全日本不動産協会、、、、
 積水積水積水積水ハウスハウスハウスハウス

 目的目的目的目的  提携分野提携分野提携分野提携分野  パートナーパートナーパートナーパートナー

主要主要主要主要ななななアライアンスアライアンスアライアンスアライアンス

【【【【2005200520052005年度年度年度年度のののの主主主主なななな拡充内容拡充内容拡充内容拡充内容】】】】（（（（下線付部分下線付部分下線付部分下線付部分））））
� 住宅住宅住宅住宅ローンローンローンローン債権債権債権債権のののの回収回収回収回収におけるにおけるにおけるにおける不動産不動産不動産不動産オークションオークションオークションオークションのののの活用活用活用活用にににに関関関関ししししアイディーユーアイディーユーアイディーユーアイディーユーとととと提携提携提携提携
� ＪＲＪＲＪＲＪＲ東日本東日本東日本東日本ととととATMATMATMATMのののの相互利用相互利用相互利用相互利用、、、、ポイントポイントポイントポイント交換交換交換交換、「、「、「、「ビュービュービュービュー・・・・スイカスイカスイカスイカ」」」」一体型一体型一体型一体型カードカードカードカードのののの発行等発行等発行等発行等でででで提携提携提携提携
� 生活生活生活生活にににに身近身近身近身近なななな幅広幅広幅広幅広いいいい業界業界業界業界のののの企業企業企業企業12121212社社社社とのとのとのとのポイントポイントポイントポイント交換交換交換交換サービスサービスサービスサービスのののの導入導入導入導入をををを発表発表発表発表
� シニアシニアシニアシニア世代向世代向世代向世代向けけけけ新型新型新型新型ローンローンローンローン制度制度制度制度のののの取扱取扱取扱取扱いについていについていについていについて積水積水積水積水ハウスハウスハウスハウスとととと提携提携提携提携

 ソリューションソリューションソリューションソリューション強化強化強化強化



40

本資料中本資料中本資料中本資料中のののの、、、、将来将来将来将来にににに関関関関するするするする記述記述記述記述（（（（将来情報将来情報将来情報将来情報））））はははは、、、、次次次次のようなのようなのようなのような要因要因要因要因によりによりによりにより重要重要重要重要なななな変動変動変動変動をををを受受受受
けるけるけるける可能性可能性可能性可能性がありますがありますがありますがあります。。。。

即即即即ちちちち、、、、本邦本邦本邦本邦におけるにおけるにおけるにおける株価水準株価水準株価水準株価水準のののの変動変動変動変動、、、、政府政府政府政府のののの方針方針方針方針、、、、法令法令法令法令、、、、実務慣行及実務慣行及実務慣行及実務慣行及びびびび解釈解釈解釈解釈にににに係係係係るるるる展開展開展開展開
及及及及びびびび変更変更変更変更、、、、新新新新たなたなたなたな企業倒産企業倒産企業倒産企業倒産のののの発生発生発生発生、、、、日本日本日本日本およびおよびおよびおよび海外海外海外海外のののの経済環境経済環境経済環境経済環境のののの変動変動変動変動、、、、並並並並びにりそなびにりそなびにりそなびにりそなググググ
ループループループループののののコントロールコントロールコントロールコントロールのののの及及及及ばないばないばないばない要因等要因等要因等要因等がががが考考考考えられますえられますえられますえられます。。。。

本資料本資料本資料本資料にににに記載記載記載記載されたされたされたされた将来情報将来情報将来情報将来情報はははは、、、、将来将来将来将来のののの業績業績業績業績そのそのそのその他他他他のののの動向動向動向動向についてについてについてについて保証保証保証保証するものではなするものではなするものではなするものではな
くくくく、、、、またまたまたまた実際実際実際実際のののの結果結果結果結果とととと比比比比べてべてべてべて違違違違いがいがいがいが生生生生じるじるじるじる可能性可能性可能性可能性があることにごがあることにごがあることにごがあることにご留意下留意下留意下留意下さいさいさいさい。。。。


